
 
県外大学関係者と県内企業の情報交換会実施補助金交付要綱 

 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第４条の規定に基づき、県外大学関係者と県内企業の情報交換会実施補助金（以下

「本補助金」という｡)の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構（以下「定住機構」という。）が、

県内企業の人材確保と大学生等の県内就職を促進するため、県内企業の人事担当者等と県外大

学等の学生就職支援担当者等の情報交換会を実施することを目的として交付する。 
 
（補助金の交付） 
第３条  県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」

という。）を行う定住機構に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）の額に、同表の第４欄に定める率（以下「補助率」という。）に、同表の第４欄に定め

る率を乗じて得た額（同表の第５欄に定める額を限度とし、千円未満の額は切り捨てる。）以

下とする。 

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の

実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 
（交付申請の時期等） 
第４条 本補助金の交付申請は、補助事業を開始する日の４０日前までに行わなければならない。 
２  規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１

号及び様式第２号によるものとする。 

 
（交付決定の時期等） 
第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うものと

する。 
２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 
 
（承認を要しない変更） 
第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、次に定めるもの以外の変更とする。 
 （１）本補助金の増額を伴うもの 
 （２）補助事業の交付目的の達成に支障をきたす又は事業効率の低下をもたらすおそれのある

事業計画の変更 
２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 
 
（実績報告の時期等） 
第７条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる日

までに行わなければならない。 

 （１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若し

くは廃止の日から３０日を経過する日 
 （２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業の完了予定年月日の属する年度

の翌年度の４月２０日 



２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、そ

れぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 
 

（提出書類の部数） 

第８条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類は、正本１部とする。 
 

（雑則） 
第９条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、商工労

働部長が別に定める。 
 
 
   附 則 
 この要綱は、令和元年７月１０日から施行する。 

 

 



 

別表 

１ 
補助事業 

２ 
事業実施主体 

３ 
補助対象経費 

４ 
補助率 

５ 

補助限度額 

県外大学

関係者と

県内企業

の情報交

換会実施

補助金 

公益財団法人

鳥取県ふるさ

と定住機構 

本事業を実施するために要する経費 
 

※消費税及び地方消費税は対象経費に含め

ない。 

 

なお、工事請負費については県内事業者が

施工を行ったものに限る。ただし、止むを得

ない事情で県内事業者への発注が困難と県が

認めた場合については、この限りでない。 

また、委託費については県内事業者が実施

したものに限る。ただし、止むを得ない事情

で県内事業者への発注が困難と県が認めた場

合については、この限りでない。 
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３７９千円 

 

 

 

 



様式第１号（第４条、第７条関係） 

 

 年度県外大学関係者と県内企業の情報交換会実施補助金 事業（計画・報告）書 

 

（１） 事業の目的 

 

 

 

 

（２） 事業の概要（日付、場所等情報交換会の実施スケジュールの内容をできる限り具体的に記載

願います） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）他の補助金の活用の有無（ 有 ・ 無 ） 

 

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。 

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補 

助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第４条、第７条関係） 

 

年度県外大学関係者と県内企業の情報交換会実施補助金 事業収支（予算・決算）書 

 

１ 収入                                   （単位：円） 

科目 予算額（決算額） 内訳 

自己資金等  

 

そ の 他  

 

本 補 助 金  

 

合 計  

 

 

 

 

 

 

２ 支出                                   （単位：円） 

科目 
予算額（決算

額） 

内訳 備考 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

合 計  

  

 

 

※本書題名には、該当年度を記載するとともに、予算又は決算の該当する方を表示してください。 

※県外事業者に発注せざるを得ない場合については、備考欄に理由を記載してください。 

※｢金額｣欄は、すべて消費税を除いた額で、円単位で記入すること。



様式第３号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

             様 

 

鳥取県知事       （印） 

 

年度県外大学関係者と県内企業の情報交換会実施補助金交付決定通知書 

 

  年 月 日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった県外大学関係者と県内企業の

情報交換会実施補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３

２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり

交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業 

  本補助金の補助事業は、「県外大学関係者と県内企業の情報交換会」とし、その内容は申請書に記

載のとおりとする。 

 

２ 補助交付額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。 

  ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところ

による。 

  （１）算定基準額  金    円 

  （２）交付決定額  金    円 

 

３ 経費の配分 

  本補助金は、金    円とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に

通知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、県外大学関係者と県内企業の情報交換

会実施補助金交付要綱（平成  年  月  日付第   号商工労働部長通知。以下「要綱」と

いう。）第３条第２項の規定を適用して算出した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場

合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

  本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければ

ならない。 

 

 

 

 

 


